様式第２号（第７条関係）
事業者概要書
１　既存事業の概要
	代表者名
	
	生年月日
	　　　　 　年　　月　　日
（　　　歳）

	事業者名
（屋号）
	
	開業日・
法人設立日
	　　年　　月　　日

	法人番号
※法人の場合
	（12桁）
	従業員数
	　　　　　　　　名
（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ：　   名）

	資本金等
※法人の場合
	資本金又は出資金　　　　　　　　千円

	既存事業の
主たる業種
	中分類名：　　　　　　　　　　　　　　　　　コード（2桁）：
※日本標準産業分類中分類を記載

	既存事業
の概要
	

	連絡先
住所等
	〒


	
	TEL
	
	E-mail
	



２　新規事業（予定）の概要
	新規事業の
主たる業種
	中分類名：　　　　　　　　　　　　　　　　　コード（2桁）：
※日本標準産業分類中分類を記載

	新事業実施地（予定）
	〒

	事業開始（予定）日
	令和　　　年　　　　月　　　　日

	新規事業の概要
	


	事業実施責任者
	氏名

	
	TEL
	
	E-mail
	

	役員・従業員数
	合計：　　　　　名
（内訳）①役員（法人のみ）：　　　名　　②従業員：　　　　　名
 ③ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ：　　　　　名

	許認可・免許等
	新事業に要する許認可・免許等（必要な場合は記載必須）
　許認可・免許等名称：
　取得見込み時期：




様式第３号（第７条関係）
事業計画書
	事業の背景・目的　　※本欄では，主に社会性及び必要性が分かるように記載してください。

	【事業に取り組もうとする背景・きっかけ】
どのような社会課題や地域課題が存在しているのか，その課題が生じている背景とともに記載してください。







【事業の目的】
上記の課題を踏まえ，本事業を通じて何を実現したいのか，どのような状態を目指すかについて記載してください。











【望まれる効果・地域への貢献について】
本事業を実施することにより，地域社会や住民生活，地域経済にどのような効果が期待されるのか記載してください。












	事業の内容　　※本欄では，主に事業性が分かるように記載してください。

	【事業の内容・仕組み等】
本事業をどのような手法で実施するのか，サービスや商品の提供の流れを含めて記載してください。併せて，どのように収益を得る仕組みであるのか，収益構造が分かるように記載してください。






【事業の特色・他社との差別化のポイント等】
同種・類似の事業と比較した場合の特徴や優位性について記載してください。商品・サービスの新規性や選ばれる理由が分かるよう記載してください。






	事業の実現性

	【市場規模について・どのようなニーズに対応するか】
想定している顧客層や，その顧客が抱えるニーズについて記載してください。





【集客方法・顧客との関係構築方法】
事業開始後にどのような方法で顧客を獲得し，継続的な利用につなげていくかについて記載してください。





【売上金額・利用者数の見込とその根拠等】
事業を継続するために想定している売上や利用者について，その考え方や根拠が分かるように記載してください。






	事業の実施体制

	【代表者の経験・経歴等について】
経営者としての経歴や，本事業に関連する知識・経験，事業に取り組む動機や熱意について記載してください。



【地域の協力者等について】
事業の実施にあたり，連携を予定している地域事業者や関係機関がある場合は，その内容を記載してください。



【今後の雇用について】
事業の実施や成長に伴い，雇用創出を予定している場合は，その内容を記載してください。



【デジタル技術の活用】
生産性の向上・機会損失の解消及び顧客の利便性向上につながるデジタル技術の活用（キャッシュレス決済の導入，Web予約システム，ECサイトによる販売，SNSやWebサイトでの情報発信，Wi-Fi環境の整備，その他の方法など）を記載してください。本事業がSociety5.0※に関連する高付加価値産業分野として位置付けられる理由についても併せて記載してください。（第二創業の場合のみ。）
※Society5.0　AI，Iot，ロボット，ビックデータ等の先端技術を産業や日常生活に取り入れ，経済発展と社会課題の解決を同時に実現する新たな社会の姿










〇今年度のスケジュール
	月
	内容

	４月
	


	５月
	


	６月
	


	７月
	


	８月
	


	９月
	


	１０月
	


	１１月
	


	１２月
	


	１月
	


	２月
	


	３月
	




	【通年実施の事業等】
　・
　・



〇次年度以降の事業展開
	


※　用紙が足りない場合は適宜追加してください。
※　参考となる資料，イメージ図等がある場合は別に添付してください。

様式第４号（第７条関係）
収支計画書
○収入の部
	科　目
	予算額（円）
	積算の根拠等

	
	
	

	合　計
	
	



○支出の部
	科　目
	予算額（円）
	うち補助対象額
（税抜）
	積算の根拠等

	設備費







（科目例）
広告宣伝費
備品費等

	
	
	詳細は，別紙「設備投資計画一覧」のとおり。

	合　計
	
	
	



　〇新規店舗出店促進補助金の交付申請額
	補助対象額合計　①
	補助限度額　　　　　②
	補助率　　　　　　　③
	交付申請額　　　　④
②及び③のうち低い金額

	円
	　２００万円
	　　①×１/２
円
	円


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※千円未満切り捨て






様式第５号（第７条関係）
設備投資計画一覧
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	No.
	設備等名称
	予定取得時期
	予定取得価額（税抜）
	用途

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	７
	
	
	
	

	８
	
	
	
	

	９
	
	
	
	

	１０
	
	
	
	


※適宜行を追加してください。

予定取得価額合計（税抜）　　　　　　　　　　円

